
 

 

 

 

 

 

 

 

復旧・復興計画編 

 

 
 

 

【注意事項】 

各節における実施主体の表において、時期

の欄に示された記号は、次の意味である。 

★ ： 災害警戒又は災害初動期 

● ： 応急対策期 

▲ ： 応急復旧期 
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第１章 公共施設等の災害復旧事業 
 

第１節 災害復旧事業計画の策定 

 

１ 基本方針 

被災した公共施設については、災害応急対策による応急復旧の終了後、被災施設の復旧と併せ、

災害の再発を防止するため、被害の程度を検討して、必要な施設の新設又は改良等を行う。実施

に当たっては、被害の状況に応じて適切な災害復旧事業計画を策定する。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 関 係 各 局 ▲ 災害復旧事業計画の策定に関すること。 

 

３ 復旧事業計画の対象 

災害復旧事業は、次の事業計画を定め実施する。 

分 野 主な事業項目 

公共土木施設の 

復旧等 
・河川､砂防施設､林地荒廃防止施設､急傾斜地崩壊防止施設､道路､下

水道､公園等の復旧事業 

・砂防事業 

都市施設の復旧等 ・街路、都市排水施設の復旧事業 

・堆積土砂排除事業、湛水排除事業 

公営住宅の復旧等 ・公営住宅の補修、建設事業 

農林漁業施設の 

復旧等 
・農地､農業用施設､林道､漁業用施設等の復旧事業 

・共同利用施設の復旧事業 

・天災融資の特例措置 

・森林組合の堆積土砂排除事業、土地改良区の湛
たん

水
すい

排除事業 

・森林災害復旧事業、治山事業、地滑り対策事業 

厚生施設の復旧等 ・生活保護施設、児童福祉施設、老人福祉施設、障害者福祉施設、婦

人保護施設、感染症指定医療機関の復旧事業 

・感染症予防事業 

・医療施設、廃棄物処理施設の復旧事業 

・災害廃棄物処理事業 

・水道復旧事業 

文教施設の復旧等 ・公立学校施設、公立社会教育施設、私立学校施設の復旧事業 

その他 ・鉄道施設復旧事業 

・水防資材の復旧事業 

・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例措置 

・小規模企業者等設備導入資金助成法よる貸付金の償還期間等の特例 

措置 

・事業協同組合等施設の災害復旧事業に対する補助等 
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第２節 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画 

 

１ 基本方針 

法律等により国が費用の全部又は一部を負担若しくは補助する災害復旧事業について、その事

業費の決定に当たっては、主務大臣が県知事からの報告、その他関係地方公共団体からの資料及

び実地調査の結果等に基づき行うこととしている。 

このため、関係各局は災害復旧事業の計画及び実施に当たっては、関係法令の定めるところに

より資料の収集・作成、実地調査等に十分配慮し、災害復旧事業を行う。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 関 係 各 局 ▲ 災害復旧事業の実施等に関すること。 

関 係 

機 関 
関 係 機 関 － 災害復旧事業の実施支援等に関すること。 

 

３ 法律等により国が負担又は補助する事業 

国が全部又は一部を負担し、又は補助をする法律等は次のとおりである。 

（１）公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和２６年法律第９７号） 

（２）公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和２８年法律第２４７号） 

（３）公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号） 

（４）土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号） 

（５）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

（６）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 

（７）予防接種法（昭和２３年法律第６８号） 

（８）都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針について 

  （昭和３７年建設省都市局長通達第１９４号） 

（９）農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和２５年法律第１６９号） 

（１０）災害時における廃家電製品の取扱いについて（平成１３年環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部廃棄物対策課長通知第３９８号） 
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第３節 激甚災害の災害復旧事業 

 

１ 基本方針 

大規模な災害が発生した場合は、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

（昭和３７年法律第１５０号。以下｢激甚法｣という。）の指定を受けるよう手続を行い、指定後

は、激甚法に基づき災害復旧事業を進める。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 関 係 各 局 ▲ 
激甚法による指定手続及び復旧事業

の実施等に関すること。 

関 係 

機 関 

神 奈 川 県 
－ 

激甚法による指定手続及び復旧事業

の実施支援等に関すること。 そ の 他 の 防 災 関 係 機 関 

 

３ 激甚災害の指定の手続 

大規模な災害が発生した場合、地方公共団体の長の報告を受けた内閣総理大臣が 、激甚法に基

づき、政令でその災害を「激甚災害」として指定する。 

指定に当たっては、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準に基づき判断され、中央防災

会議への諮問・答申、閣議決定を経て、政令が公布・施行される。 

 

４ 調査報告 

市長は、大規模な災害が発生した場合、激甚災害指定基準及び局地激甚災害指定基準を十分

考慮し、災害状況等を県知事に報告する。県知事は、激甚災害に関する調査及び資料の作成を

行い内閣総理大臣に報告する。 

 

５ 特別財政援助の交付に係る手続 

市長は、激甚災害又は局地激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、県

担当部局に提出し、災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるように努める。 

 

６ 激甚法に定める事業 

（１）激甚法に定める財政援助措置の対象は、次のとおりである。 

ア 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

イ 農林水産業に関する特別の助成 

ウ 中小事業者に関する特別の助成 

エ その他の特別の財政援助及び助成 

（２）上記以外の復旧事業においても、単独災害復旧事業等として地方債の発行が認められている

ものもあるので、事業の執行に当たっては、次の資料を可能な限り確保するものとする。 

ア 被災状況のわかる写真 

イ 設計書・工事図面等 

ウ 工事写真 

エ 完成写真 

オ その他復旧事業の概要を把握できる資料 
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第２章 被災者への生活支援 
 

第１節 罹災証明書等の発行 

 

１ 基本方針 

罹災証明書及び罹災届出証明書は、災害救助法による各種施策や市税等の減免・徴収猶予措置、

各種保険の請求等を行うに当たって必要とされるため、早期かつ適切に発行する。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 

区 役 所 ● 
罹災証明書及び罹災届出証明書の発

行（火災を除く。）に関すること。 

財 政 局 ▲ 
罹災証明書の発行における調査・説明

（火災を除く。）に関すること。 

消 防 局 ▲ 
罹災証明書の発行（火災に限る。）に関する

こと。 

 

３ 罹災証明書等の対象 

罹災証明書は、建物被害について証明を行う。建物以外の被害は、必要に応じて罹災届出証明

書を発行するなどの対応を行う。 

 

４ 罹災証明書等の発行 

罹災証明書及び罹災届出証明書は、その対象となる建物等の所有者、占有者等の申請により、

財政局による被害調査の結果や申請者が撮影した写真等に基づき、区役所が発行（発行状況の整

理については市民局）する。なお、火災による罹災証明書は、消防局による火災調査の結果に基

づき、消防局が発行する。 

（１）申請及び発行窓口 

罹災証明書、罹災届出証明書の申請及び発行の窓口は、区役所、まちづくりセンター（橋本

まちづくりセンター、中央６地区まちづくりセンター、大野南まちづくりセンターを除く。）、

出張所とする。ただし、火災による罹災証明書の発行は、各消防署・分署等で行う。 

（２）申請方法 

申請は、原則として窓口で直接行うものとする。なお、災害による負傷等のため直接申請で

きない場合は、郵送等による申請を受け付ける。 

（３）再調査の申出 

ア 被災者は、罹災証明書の内容に不服があった場合に再調査を申し出ることができるものと

し、申出は罹災証明書の申請及び発行窓口で受け付ける。 

イ 財政局は、再調査の申出があった建物に対し、原則として申出者が立会いの下、速やかに

再調査を行い、申出を受け付けた部署が財政局からの再調査結果の報告を受け、申出者にそ

の結果を示す。 

 

５ 罹災証明書等の発行に関する広報 

罹災証明書及び罹災届出証明書の発行は、広報紙、防災行政用同報無線（ひばり放送）等によ

り周知する。 
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第２節 義援金・義援品の受領配分 

 

１ 基本方針 

市及び関係機関は、寄せられた義援金品を受け付けて、迅速、確実かつ適正に被災者に配分す

るよう努める。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 

会 計 課 ▲ 義援金の管理に関すること。 

健 康 福 祉 局 （ 生 活 福 祉 部 ） ▲ 義援金の受領・配分に関すること。 

環 境 経 済 局 （ 経 済 部 ） ▲ 義援品の受領・配分に関すること。 

関 係 

機 関 

神 奈 川 県 － 義援金の配分等に関すること。 

関 係 団 体 － 
義援金品の受領配分への協力に関

すること。 

 

３ 義援金の受領・配分計画 

（１）義援金の受付及び管理 

健康福祉局は、市民及び他都市等から拠出された義援金で市に寄託されたものについて受け

付ける。受け付けた義援金は、会計課が管理する口座に速やかに入金する。 

（２）義援金の配分計画 

ア 県が、市及び日本赤十字社等の関係団体を構成員とする義援金配分委員会を設置した場合

は、市が保管する義援金は、県の義援金配分委員会に送付する。ただし、寄託者が使途を明

確にしたものについては、この限りでない。 

イ 健康福祉局は、必要に応じて関係団体を構成員とする市の義援金配分委員会を設置し、次

の事項を審議、決定する。 

（ア）義援金の配分計画の策定 

（イ）義援金の受付・配分に係る広報活動 

（ウ）その他義援金に関する必要事項 

（３）義援金の配分 

健康福祉局は、県又は市が設置した義援金配分委員会が決定した配分計画に基づき義援金を

配分する。 

 

４ 義援品の受領・配分計画 

（１）義援品の受付 

環境経済局は、他都市等から拠出された義援品について、あらかじめ指定された場所で受け

付ける。 

（２）義援品の集積・配送 

環境経済局は、義援品について、災害の状況等を勘案し、救援物資受入拠点で集積・配送を

行う。 
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＜救援物資受入拠点の主な役割＞ 

拠点名 主な役割 

地域内 

輸送拠点(※) 

相模原市救援物資集積・配送センター 
○備蓄品の配送 

○調達した物資の集積配送 

○救援物資、義援品の集積配送 

淵野辺公園 

（市立相模原球場、銀河アリーナ） 

ＧＬＰアルファリンク相模原 

市立勤労者総合福祉センター（サン・エールさがみは

ら） ○調達した物資の集積配送 

市立北相中学校体育館 

市体育館 ○救援物資、義援品の保管（補助） 

  （※）「地域内輸送拠点」とは、大規模災害時に県が開設する広域物資輸送拠点（国等から供給され

る物資を受け入れる拠点）から送られてくる物資を受け入れ、避難所へ配送するための拠点を

いう。 

（３）義援品等の配分計画 

環境経済局は、健康福祉局と連携し、生活必需物資供給対策と併せて義援品の活用を図る。 

（４）義援品受付の留意事項 

個人等から寄せられる義援品は、仕分けや処分に過大な時間と労力を要することから、原

則として受け付けないものとする。環境経済局は、災害時に市ホームページ等を活用してそ

の旨を広く周知する。 

 

５ 関係団体との協力 

環境経済局及び健康福祉局は、義援金品の受領・配分について、県、日本赤十字社等の関係団

体と連携を図り、相互に協力する。 
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第３節 被災者への経済的支援 

 

１ 基本方針 

市、県及び関係機関等は、被災者への経済的支援として、関係法令等に基づき、災害弔慰金や

被災者生活再建支援金等の支給を行うとともに、災害援護資金や住宅復興資金の貸付け等を行う。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 健康福祉局（生活福祉部） ▲ 

災害弔慰金等の支給、被災者生活再

建支援金の窓口業務、災害援護資金

の貸付け等に関すること。 

関 係 

機 関 

県 社 会 福 祉 協 議 会 － 生活福祉資金の貸付けに関すること。 

神 奈 川 県 － 
被災者生活再建支援金の支給に関するこ

と。 

 

３ 災害弔慰金等の支給 

（１）災害弔慰金の支給 

健康福祉局は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号）、相模原市災害

弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年１０月相模原市条例第３９号）に基づき、災害弔慰

金を支給する。 

（２）災害障害見舞金の支給 

健康福祉局は、災害弔慰金の支給等に関する法律、相模原市災害弔慰金の支給等に関する条

例に基づき、災害障害見舞金を支給する。 

（３）被災者生活再建支援金の支給 

県から委託を受けた被災者生活再建支援法人（（公財）都道府県会館）は、被災者生活再建支

援法に基づき、自然災害により被災した市民に対し支援金を支給する。 

健康福祉局は、この被災者生活再建支援金の支給申請等に係る窓口業務を行う。 

（４）災害見舞金の支給 

健康福祉局は、相模原市小災害見舞金支給要綱（昭和４０年１０月１日施行）に基づき、災

害救助法の適用を受けない災害を対象に、災害見舞金を支給する。ただし、被災世帯に属する

世帯員の故意又は重大な過失により被災した者に対しては、見舞金を支給しないことができる。 

 

４ 災害援護資金等の貸付け 

（１）災害援護資金の貸付け 

健康福祉局は、災害弔慰金の支給等に関する法律、相模原市災害弔慰金の支給等に関する条

例に基づき、災害援護資金の貸付けを行う。 

（２）生活福祉資金の貸付け 

県社会福祉協議会は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づき、低所得者世帯を対象に、生活福

祉資金の貸付けを行う。 

 

５ 住宅復興資金の融資 

住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成１７年法律８２号）に基づき、

大規模災害により住宅が滅失又は損傷した者に対し、住宅の建設、購入、補修、移転及びそれに

伴う宅地の整備、土地の購入、借地権の取得を行うのに必要な災害復興住宅資金の融資を行うこ

とができる。 

市は、被災者に対し、この融資制度に関する情報提供を行う。 

※１０ 被災者支援 

※２４－３ 災害時における住宅の早期復興に向けた協力に関する協定書 

        （(独)住宅金融支援機構） 
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第４節 被災者台帳の整備 

 

１ 基本方針 

罹災証明書及び罹災届出証明書発行や義援金の支給等の被災者支援業務を効率的に実施する

ため、個々の被災者の被害の状況や支援の実施状況、支援に当たっての配慮事項等を集約した被

災者台帳を整備する。 
 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市担当 

区 役 所 

● 

罹災証明書及び罹災届出証明書の発行（火

災を除く。）に関すること。 

財 政 局 
罹災証明書の発行における調査・説明

（火災を除く。） に関すること。 

健康福祉局（生活福祉部） 義援金及び支援金等に関すること。 

都 市 建 設 局 

（ ま ち づ く り 推 進 部 ） 

応急仮設住宅の管理及び入居者に関

すること。 

危 機 管 理 局 
被災者支援システムの管理に関する

こと。 

関 係 各 局 

罹災証明書及び罹災届出証明書、被害

認定調査及び義援金等の応援等に関

すること。 

 

３ 被災者支援システムの活用 

被災者台帳の整備に当たっては、関係各局に配備された被災者支援システムを活用する。 

被災者支援業務を行う関係各局が、個々の被災者について、それぞれの業務に係る情報を同シ

ステムに入力し、被災状況全般についての共有化、一元化を図ることで、総合的な被災者支援を

効率的に実施する。 
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第５節 宅地内堆積土砂混じりがれき対策 

 

１ 基本方針 

  被災者の生活再建に著しい支障を及ぼしている民有宅地内に流入した土石、竹木等（以下「宅

地内堆積土砂混じりがれき」という。）について、宅地所有者が自力で撤去が困難な場合、又は道

路への二次災害など公益上の支障を及ぼすおそれがある場合、災害救助法に基づき市長が撤去を

行う。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 

都 市 建 設 局 （ 土 木 部 ） 

● 

宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去

に係る申請会場確保等の事前準備に

関すること。 

▲ 
宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去

に関すること。 

財 政 局 （ 財 政 部 ） ● 
宅地内堆積土砂混じりがれきの仮置

場の確保に関すること。 

環 境 経 済 局 （ 環 境 部 ） ▲ 撤去した廃棄物の処分に関すること。 

関 係 

機 関 

（一社）相模原市建設業協会 

－ 
宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去

への協力に関すること。 
相 模 原 造 園 協 同 組 合 

相 模 原 市 津 久 井 地 区 

建 設 業 連 絡 協 議 会 

 

３ 宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去 

（１）宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去を行う場合 

ア 原則 

災害により、土石流等を原因として流れ出した流木や岩石が混じった土砂等が堆積してい

る地区については、原則として、宅地所有者等において撤去する。 

イ 市が行う場合 

市災害対策本部で把握した被災地区の被災状況や、防災関係機関の意見及び周囲の状況等

を考慮した上で、「１ 基本方針」に従い市が撤去する。 

（２）実施機関 

宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去は、都市建設局が行う。 

（３）宅地内堆積土砂混じりがれき撤去の実施 

撤去に当たっては、被災状況に応じてその都度実施要綱を作成し、その要綱に基づき法面崩

落等の二次被害に遭わないよう、関係機関と連携しながら、作業員等の安全を十分に確保した

上で実施する。 

ア 広報 

宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去申請に関する情報は、広報紙、防災メール等により周

知する。 

イ 民有宅地等の所有者による申請 

宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去を希望する者は、撤去申請書により申請を行う。 

ウ 職員による現地確認及び審査 

申請書受付後、撤去対象の民有宅地の詳細な被害状況を把握するために、職員による現地

確認を行い、把握した被害状況等を下に申請内容の審査を行う。 

エ 撤去の実施 

宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去を行うこととした場合は、関係機関と連携して撤去を

実施する。 
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４ 仮置場の確保 

財政局は、撤去した宅地内堆積土砂混じりがれきの仮置場を（総則・予防計画編第２款第５章

第９節「４ 災害時における土地利用に関する事前対策」予―７８参照）に基づき、迅速に確保

する。 

 

５ 撤去した廃棄物の処分 

環境経済局は、撤去した宅地内堆積土砂混じりがれきを（地震災害対策計画編第１款「第１０

章 清掃対策」地―８０及び風水害等対策計画編第１款「第１０章 清掃対策」風―９４参照）

に基づき、迅速に処分する。 

 

６ ボランティアとの連携 

宅地内堆積土砂混じりがれきの撤去に当たっては、災害ボランティアセンターと連携して事業

の速やかな実施に努める。 

 

◆ 資料編参照 

※１０－２ 相模原市令和元年台風第１９号に係る宅地内堆積土砂混じりがれき撤去事業実

施要綱 

※１５－７ 災害時における応急仮設住宅の建設等に関する協定書 

（(一社)神奈川県建設業協会） 

※１５－１５ 災害時における応援に関する協定（相模原造園協同組合）   

※１５－１８ 災害時における応援に関する協定・協定細則（（一社）相模原市建設業協会） 

  ※１５－１９ 災害時における応援に関する協定書・協定細則 

（相模原市津久井地区建設業連絡協議会） 
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第３章 災害復興計画 
 

第１節 災害復興体制の確立 

 

１ 基本方針 

大規模な災害により市内に甚大な被害が発生した場合、被災地域を防災性の高い快適で活力あ

るまちとして復興するために、市街地及び都市基盤施設の復興を行うとともに、生活再建及び地

域経済の復興支援が必要である。 

そのために、迅速に災害復興体制を確立して被災状況調査を行い、大規模災害からの復興に関

する法律（平成２５年法律第５５号）に基づき、復興計画を策定する。 

なお、復興体制の確立及び復興計画の策定に当たっては、『災害復興計画策定マニュアル』に基

づき行うものとする。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 

市 長 公 室 ( 政 策 部 ) ▲ 
復興本部の設置・運営に関すること。 

復興計画の策定に関すること。 

都市建設局（まちづくり推進部） ▲ 

被災状況調査、復興本部での活動に関

すること。 

復興整備事業の調整に関すること。 

関 係 各 局 ▲ 

被災状況調査、復興本部での活動に関

すること。 

復興整備事業及びその他復興に必要

な事業の実施に関すること。 

関 係 

機 関 
関 係 機 関 － 

被災状況調査の報告・支援に関するこ

と。 

 

３ 復興計画のための被災状況調査 

関係各局は、復興計画を策定するために、その事業対象地域の被災状況について、次のような

項目を把握する。 

（１）市街地復興に係る調査 

建築物等の被災状況、特定の復興地区に関する従前の土地利用状況等 

（２）生活再建支援に係る調査 

罹災証明書の根拠となる住宅の被災状況、離職者数等 

（３）地域経済の復興に係る調査 

工場及び商店街、産業基盤施設等の物的被害状況、業種別被害額、事業停止期間、地域経済

への影響等 

（４）復興モニタリング 

復興対策や事業の修正の必要性等を検討するための復興状況の調査 
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４ 復興計画の策定 

被災状況等から、大規模災害からの復興に関する法律に基づく特定被災市となった場合は、復

興整備事業及び復興整備事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事業、地域住民

の生活及び地域経済の再建に資する事業の実施等を行うため、復興計画を策定する。 

市は、復興に係る総合的措置を講じ、速やかな復興を図るために、災害復興本部を設置する。 

災害復興本部は市災害対策本部の構成員を中心とした組織とし、災害復興本部各部の連絡調整

は、市長公室が担当する。 

復興計画策定においては、市長公室が全庁的な調整を行い、そのうち復興整備事業については

都市建設局が取りまとめる。また、関係各局はその他復興に必要な個別具体的な事業を担当する。 

なお、特定被災市とならない場合であっても、被害の影響、態様、その他の状況から、市民の

生活再建や地域経済の復興など、被災地域の円滑、迅速な復興支援が必要な場合もあることから、

「相模原市災害復興計画策定マニュアル」を活用し、関係各局の役割に基づき復興事業を担当す

る。 

（１）復興計画の策定 

市長公室は、市民の理解の下に都市将来像を明らかにして、災害防止はもとより、快適な都

市環境の創造に向けた防災都市づくりを進められるよう、復興計画を策定する。 

復興計画で規定すべき事項は、次のとおりである。 

なお、都市復興、産業復興など、個別具体的な計画が必要な分野については、分野別復興計

画を策定し、相互の整合性を確保する。 

ア 復興計画の区域 

イ 復興計画の目標 

ウ 人口の現状及び将来の見通し、土地利用に関する基本方針及びその復興に関して基本とな

るべき事項 

エ 復興計画の目標を達成するために必要な事業（復興整備事業） 

オ 復興整備事業と一体となって効果を増大させるために必要な事業又はその他地域住民の

生活及び地域経済の再建に資する事業 

カ 復興計画の期間  

キ その他復興整備事業の実施に関する必要な事項 

（２）計画策定のプロセス 

復興計画の策定に際しては、県及び近隣自治体等と広域的な連携を図るものとする。 

災害復興本部では、市としての方針を定め、学識経験者、市民の意見反映、庁内各局、県、

国等との調整に基づき、復興計画の策定を行う。 

なお、復興計画を策定していく過程においては、復興施策等は報道機関等の協力を得て広報

し、市民への周知と施策の実行を促進する。 

また、市民の意見集約に当たっては、男女共同参画の考え方及び災害時要援護者を始めとし

た多様な主体の視点に立った具体的な提案を出しやすい環境を整備する。 

 

５ 他自治体からの派遣職員の活用 

  総務局は、大規模災害からの復旧・復興を円滑に進めるために他自治体からの中長期の職員派

遣が必要な場合は、「総務省、全国市長会及び全国町村会による被災市町村に対する中長期の職

員派遣制度」や、「復旧・復興支援技術職員制度」の活用を図る。 
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第２節 市街地・都市基盤施設の復興 

 

１ 基本方針 

大規模な災害により市街地に甚大な被害が発生した場合、被災市街地復興特別措置法に基づき、

市街地及び都市基盤施設の復興を行う。 

また、大規模災害からの復興に関する法律に基づく特定被災市となった場合には、市が策定す

る復興計画に即した復興を行う。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市担当 都市建設局（まちづくり推進部） ▲ 
市街地、都市基盤施設の復興に関する

総合調整に関すること。 

関 係 

機 関 

神 奈 川 県 
－ 

市街地、都市基盤施設の各種復興及び

支援対策に関すること。 そ の 他 の 関 係 機 関 

 

３ 市街地の復興 

（１）市街地復興の流れ 

都市建設局は、市街地の復興に関して、おおむね次の流れで実施する。 

ア 建築制限の実施 

イ 都市復興基本方針の策定 

ウ 復興対象地区の設定 

エ 都市復興基本計画の策定・事業の実施 

オ 地区計画等の作成支援 

（２）防災都市づくり 

都市建設局及び県は、市街地の整備改善に際して、市民の合意形成に努め、土地区画整理事

業、市街地再開発事業等の実施により、都市計画マスタープランの方針を踏まえた良好な市街

地の形成と都市機能の更新を図る。 

 

４ 都市基盤施設の復興 

都市基盤施設の復旧・復興は、災害応急対策として行われる機能回復を目的とした応急復旧及

び施設自体を被災前に戻す復旧又は更に防災性を高めて計画的に整備するという本格的な復興

の３つの段階に分けられる。 

市及び関係機関等は、次の都市基盤施設の整備について、防災に関わるそれぞれの方針等を踏

まえた復旧・復興を行う。 

（１）避難路、避難地、延焼遮断帯、幹線道路、都市公園及び河川等の骨格的都市基盤の整備 

（２）防災安全街区の整備 

（３）ライフラインの地中化等の耐震性の強化 

（４）建築物や公共施設の耐震・不燃化 
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第３節 生活再建・地域経済の復興支援 

 

１ 基本方針 

大規模災害が発生した場合は、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支

給やその迅速な処理のための仕組みを構築することに加え、生業や就労の回復による生活資金の

継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細やかな支援を講

じる必要があることから、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことが

できるよう、相談の機会や被災者台帳を活用した一人ひとりに寄り添った個別の支援を行う。 

また、復興計画を策定した場合は、復興整備事業と一体となってその効果を増大させるために

必要な事業、地域住民の生活及び地域経済の再建に資する事業を行う。 

 

２ 実施主体 

 担 当 部 署 時期 項 目 

市 担 当 関 係 各 局 ▲ 

復興に必要な事業の実施に関すること。 

地域住民の生活及び地域経済の再建に資

する事業の実施に関すること。 

関 係 

機 関 

神 奈 川 県 
－ 

生活再建、地域経済の各種復興及び支援対

策に関すること。 そ の 他 の 関 係 機 関 

 

３ 生活再建支援 

関係各局は、被災者の生活再建支援のために、関係機関・団体と連携して次のような施策を検

討又は実施する。また、施策の実施に当たっては、個別訪問による実態調査等を通じ、被災者一

人ひとりの置かれた状況に応じて、住まい、就労、心のケア等の幅広い分野にわたる実効性のあ

る支援をきめ細やかに行うよう努める。 

（１）住宅・宅地を失った人に対する支援 

関係各局及び県は、住宅復興に関する情報提供、自己再建の支援、災害公営住宅の供給等を

行う。また、公営住宅の入居対象外の住民に対して、民間賃貸住宅の供給促進及び入居支援を

行う。 

（２）雇用を失った人に対する支援 

県は、国・労働関係団体等と連携して雇用対策を実施し、市は、雇用対策に関する情報提供

を行う。 

（３）被災者への経済的再建支援 

関係各局及び県は、前述した災害弔慰金の支給等のほかに、税や保険料、公共料金・使用料

等の納期の延長、徴収猶予、減免等を行う。 

（４）精神的支援 

健康福祉局及び県は、被災者の精神保健活動支援のため、訪問相談や地域拠点の設置等を行

う。 

（５）災害時要援護者を対象とした支援 

健康福祉局、市民局及び県は、高齢者、障害者、乳幼児等の災害時要援護者等の被災状況を

把握し、ホームヘルプサービスやショートステイ等の在宅サービスの実施、入所施設等への受

入れ、福祉ボランティアの確保等を実施するとともに、仮設住宅、義援金など各種交付金の手

続といった被災後の生活情報や、罹災証明書、就労、労働、住宅等に関する相談、帰国手続に

関する相談等、必要な各種支援を行う。 

 

４ 地域経済の復興支援 

関係各局は、経済基盤が脆
ぜい

弱
じゃく

な中小事業者等の自立支援、地域経済全体の活性化の支援等を

行うために、次のような施策を検討又は実施する。 

 



 

復-15 

（１）個々の事業者を対象とした施策 

ア 被災中小事業者や農林業者への公的融資制度の紹介など総合相談体制の整備（環境経済局） 

イ 金融・税制面での各種支援（財政局、環境経済局） 

ウ 仮設賃貸工場の設置、仮設店舗の建設補助など事業の場の確保（環境経済局） 

エ 農林業施設の災害復旧事業等の推進（環境経済局） 

オ 既存融資制度の活用促進（環境経済局） 

カ 物流ルートに関する情報提供（環境経済局） 

（２）地域全体に波及効果を及ぼす施策 

ア 被災地全体を対象としたイベント実施やプロジェクト誘致（市長公室、環境経済局） 

イ 観光・地場産業の広報活動（市長公室、環境経済局） 

ウ 地域特性に応じた新産業の創出・育成（環境経済局） 

エ 既存産業の高度化促進（環境経済局） 
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